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割についてかつてのデジタル IT 機器産業(特許に関連深いが、残念ながら 90 年代移行、
後発国の追い上げ等からその地位が低下している)での分析については、大部となったの
で、 巻末に補説で述べることとする(その結論は特許制度は重要であることに変わりない)。*1 この成果の評価については拙著「わが国における知的財産権を巡る動向とその評価（９０年代後半以







80 年代の米国プロパテント政策の国際的な展開から知的財産権は、その後の TRIPs の













































よると出願件数(国内)は 06 年に若干減少したものの 40 数万件に登っている(因みに全
世界の出願数(内国ベース)は 120~30 万件程度)。また登録件数は 99 年に 15 万件のピー
クに達し、その後 12 万件台だったが、04 年には再び 14 万 1 千件となっている。これ
はプロパテント化以前の 80 年代に比して相当上昇している。




技術貿易でも特許黒字は 2006 年で過去最大の 46 億㌦(5000 億円以上；もっとも海外
子会社分が相当あると思われる)で、これは米国に次いで世界で 2 番目である。
特許権が最も馴染む業界として IT デジタル機器産業がある。しかしながら同産業、

















156 社(回答 81 社;51.9%) アンケート期間；08.2.4.~21.
ポイント（＝筆者が図表から整理）
貴社において
・知財活動活発化；かなり 7.6% ＋活 発 58.0% ＝ 65.6%
その選択理由；知財政策 39.6%、それ以外の政策 14.3%、政策以外 46.1%
職務発明・知財情報利用 争訟増加、知財経営方針
（あまり変わらない 30.0%＜∵既にかなりの取組実施）
・成果の知財としての保護；かなり 8.6% ＋ なった 51.9% ＝ 60.5%
知財政策 45.9% 政策以外 44.8%
(審査迅速化・模倣海賊品対策)、(模倣海賊品増加、事業グローバル化)
（変わらない 39.5%＜∵同上）
・より活用；かなり 5.0% ＋な っ た 53.8% ＝ 58.8%
知財政策 39.7% 政策以外 48.0%
国際標準化取組(必須特許判定)、 コンテンツ二次利用、権利行使意識向上
（変わらない 41.3%＜既に取組＋活用より権利行使に重点）
・知財の位置づけ・社内意識；かなり高まった 8.6%＋高まった 70.4%＝ 79.0%
知財政策 44.4% 政策以外 44.4%
基本法・戦略本部・推進計画、職務発明改正 争訟増加、社内教育、知財部連携
・大学・独法成果活用；活用なった 48.1%










・生まれた知財の海外活用→わが国国益にプラス；17.7% vs そうなっていない 5.1%
＜プラス・・コンテンツや日本文化の認知度増大
（あまり変わらない 31.6%＜∵そう考えるのは難しい）





























※医薬品を A61 で、ﾊﾞｲｵを C12 で、記憶装置を G11 で、半導体を H01 で、電気通信機器を H04 で
代表




たが、2004 には再び上昇したかと思うと、2006 には反転減少し 408 千件となり、40 万
から 43 万の間で変動している。プロパテントでの顕著な増加はない。
＊因みに世界(05 年)；米 39 万(+9.6%)、中国 17 万(+33%)、韓国 16 万、EPO13 万、独 6 万件




てか、1999 年までは 30 数％、40%弱であったが、2000 年後は 30%をやや切る程度とな
っているが、2006 年に登録件数増加から再度 34%に回復している。
（補；2002IIP 調査によると；なお数字の出し方は上とは異なる。
80 年代と 90 年代の比較で
出願数の伸び 89~93 0.16% → 94~98 2.81%
登録件数の伸び 89~93 19.79% → 94~98 20.02% で













全体 391572 147686 37.7% 436865 125880 28.8% 427078 122944 28.8%
Ａ６１ 10971 4186 38.2% 12666 3765 29.7% 22440 4865 21.6%
Ｃ１２ 2165 1394 64.3% 2877 1389 48.2% 5629 1048 18.6%
Ｇ１１ 11165 6397 57.3% 10834 3615 33.4% 9633 3054 31.7%
Ｈ０１ 37319 14898 39.9% 38802 13592 35.0% 44115 11216 25.4%
Ｈ０４ 24990 8750 35.5% 29691 9953 33.5% 37010 9627 26.0%*3"SCENARIOS FOR THE FUTURE"EPO。Apri2007；なおこの概要(及び若干のコメント)については拙著







































わが国に目を転じると、たしかに 90 年代始めのバブル崩壊に伴う不況からの「失われ*4 2008.2.5.知財戦略本部/知的財産による競争力強化専門委員会「オープンイノベーションと知的財産を
巡る現状等について」参照。また 2008.5.30.特許庁の「イノベーションと知財政策に関する研究会」政策
提言/報告書(原案)でも「オープンイノベーションに適応したインフラ整備」などを上げている。
*5 環境技術については 08.1.15.IBM が環境技術をエコパテントコモンズとして開放すると発表。このコ
モンズにはノキア、ソニーらが参加（IBM が保有特許を開放するパテントコモンズは昨年の IT 特許数百










































































*10 は「知的財産基本法(平成 14 年)」を定めるが同法２条に定義があるが、ほぼ既存法の羅列となって
いる。


































































































と言うこともあった(今も使う者もいる)。ただ TRIPs の協議・受諾の際に、 「知的財




















































































































































補；なおこの点著作権については、 その人がいなければその作品はなかった、 例えば 「ピ
カソなくしてゲルニカはあったか」ということはあり、創作「実現的」と言えるかも









































産の場合、 通常その排他権を行使される側は損をするので 「カルドア・ヒックス型」 、

















評価書が必要；実 29 条の 2)になっている。商標権も我が国は審査主義を採るが、世界の
中には使用主義で無審査のところもある。意匠権についても我が国は審査主義だが、多く












































































































































































































































































４．において特許制度を例に後述する。*38 米での倫理的知財制度再考の動きは；Tomas A. Ripinski & Johannes J. Britz」"Rethinking the ownership












































































には 29 条柱書きの「産業上の利用可能性」のそれ)として 「自然法則自体」を除いている。
また新規性もその一つと言えよう。その他試験研究例外や裁定実施権等も権利調整規定で*43 例えば広いクレームは、市場支配力に結び付き易いと言う意味では競争政策上問題になり得るかも
知れないが、特許庁は気にせずに新規性・進歩性等の特許要件から粛々と判断すれば足りる。

































規制強化の検討を始めているようである。例えば 2003 年の FTC 報告は「特許による競争
と排他性がより均衡のとれたものに」として疑義ある特許権付与はイノベーション阻害の
可能性がある等を指摘し、さらに 2007 年４月に「反トラスト法と知的財産権；イノベー*45 同様の懸念は学術界にもあり、2004 年 7 月、全米アカデミーは「21 世紀の特許制度」と題するレポ
ートを提出している。なおこれは冒頭紹介した米での特許権法見直しへと繋がる。




















またごく最近(08 年 6 月)も FTC はインテルの MPU 販売を巡る市場独占調査に着手し














また EU ではライセンス拒絶も濫用(82 条違反)とする場合があり、先例として 1995 年
のマギル事件(TV ガイド発行のマギル社が著作権違反で番組欄提供拒否した放送局から
提訴）があったが、この延長として 2004 年 IMS ヘルス事件では同社が医薬販売の地域デ
























補；日本の独禁法には従前は私訴がなかったが、平成 13 年改正で 24 条が創設され、不











；北大 21 世紀 COE プロジェクト第 20 号(March 2008)参照)。












































































べたように、仮に拡大する場合、その拡大部分が市場の先行利益等で十分費用回収等でき*52 我が国ではなく TRIPs での話であるが、その成立の背景には「1 ダースあまりの米企業のロビー活









































































間は短いが、平成 16 年改正で 10 年(前は 6 年)に延長されており、近時の技術ライフの短*57 因みに特許権の現存率(2006 年末)は、登録から 10 年で 47.6%である。
*58 これには無断複製等の防止・そのための発見機能があるものもある。ただ近時は利用制限への消費
者の反発から、海外大手レコード製作者等は、利用制限的な DRM は順次外す方向にある。



















































章医薬発明は平成 17 年 4 月新設。なお「発明概念」そのものについては第Ⅱ部第 1 章「産

































































その保護期間が問題になったが、ことの発端は映画の著作権を 50 年から 70 年に延長しようとするに当































認定には困難を伴う(ために特 102 の損害額推定や 105 条の２の損害糧人がある)ところ、
原告・被告のどちらに有利かは、最終的には裁判官の心証による(特 105 条の３の裁判官






































































































































































































































*78 こうなった経緯を筆者が概略まとめるに；95 年の in re Duel 判決で非自明性が緩められ DNA 発明を
拒絶しにくくなった。この反動で 97 年の Ili Lilly 判決で記述要件(112 条)として「その構造式や化学
名」の記載を要求し、また本発明がネズミの実例のみからクレーム範囲を「全ての種」にひろげるとこ














































































































































































































































































































なお米の KSR 事件連邦最高裁判決で CAFC の進歩性判断は差し戻されたが、このこと
が CAFC が採用していた TSM(教示と示唆と動機付け)テストを否定したかは議論のあ


























あると理解できる事項」とされている(第Ⅲ部第 1 節 3.)。更に過去の判例が引用され、
「その事項について説明を受ければ簡単に分かるという程度のものでは自明とできない




れている」 のであって、それが実際に 「記載されているか」とは本来別のものであろう。-5 4-
この点、補正ではなく訂正に係る案件であるが、 「新規事項」に関しては同様であると




































































































するに、MS は一方で EU 競争当局からその独占性を問責されつつも他方で無償提供をそのビジ





















で、やっと平成 17 年に医療機械の機能や投薬方法での薬剤等が認められたが、 「人間を


































































































権利者の勝訴率 約 22% 非権利者の勝訴率 約 78%
権利者の勝訴理由 非権利者の勝訴理由
文言侵害 約 89% 非侵害 約 75%
均等侵害 約 11% 無効 約 24%
また特許庁調べ
*92 の侵害者敗訴原因は(H12.4.～ H19.12 計 439 件)






平成 18 年全 59 件 うち権利者勝訴 9 件(15%)、無効 32 件(54%)
平成 19 年全 69 件 うち権利者勝訴 17 件(25%)、無効 14 件(20%)。
ところで米国のデータ
*94 を見ると、CAFC 設置前(～ 1977)の無効率(控訴審)は 70~80%
の間であってその逆を勝訴率と見れば我が国と大差はない。(もっとも CAFC での無効


















更にその内訳は；進歩性欠如約 66%、新規性欠如約 36%、その他約 4%)
しかるに 104 条の３創設後は、殆どの侵害訴訟で無効抗弁がなされていることは留意す
べきであろう。(104 条の３の問題は改めて後述する。)
補；なお異議申立は 2003 年で廃止されたが、2003 年の異議申立権利件数は 3896 件
あり、うち取り消されたものは 1111 件(取下 24 件)あった。他方で、異議申立に代





は特許件数が増せば増して然るべきで平成 13 年までは一貫して増え、14 年に若干落ち
たがその後 16 年までは増えたが、その後は減少・停滞している。これが「特許権の予*95 脚注 22 に同じ 94 頁






維持維持率は 8 割以上であるが逆に無効審判不成立審決(特許有効の審決)の取消率は 6
割近いになっている
*95。これをもって裁判所は特許庁より厳しいと言われることがある
が、ことはそう単純ではない。因みに 2000 年頃 8 割近かったのが 06 年にかけて４割強
ぐらいに改善したのが、最近上昇傾向にあるが、たまさかのものかもしれない。無効請


























決。なおこの控訴審は 104 条 3 の施行後であったので、同条に基づいての権利行使濫用-6 2-
での請求棄却としている。 その後原告は上訴すると共に、 再度訂正審判の取下・変更(都
























































る。それは本年 6 月 9 日の Quonta 社対 .LG 電子事件判決であるが；事案は、LG 電子
がインテルに、その CPU 向けに自社特許ライセンスし、そのライセンス条件に「この
CPU の他社製品との組合せを禁止する」というのがあった。そしてクォンタ社がイン
テル CPU を購入し同社サーバーに組み込み販売したところ、LG が特許権侵害で提訴
したもの。なおクォンタ社はこのライセンス条件について、インテルから通知され知















































実施、 92 条の自己特許実施のため、 及び 93 条の公共利益のためがある。 標準の場合は 93
条になろうか。ただこの裁定実施権は平成 6 年の日米協定で競争政策観点からの発動に
限ることを約束している。 しかし標準関係ならば、 競争関係と言えなくはないであろう。












































































（平成 20 年 6 月末現在）
１．はじめに












































ったこともあって果敢な設備投資ができなかった。 対し韓国・台湾は、 それを行い 「後
発の利益(先発者より新規のより高性能の設備を装備して競争に臨める)」 を享受した。
若干付言するに；例えば液晶パネルはその生産性は基盤ガラスのサイズ(大きさ)に





また半導体は、 96 年の価格下落での痛手を被っていたところ、 加えてその後の 64Mb
から 128Mb への集積度アップが起きたが上手く追随できず、また IT 不況の影響もを











































































り、日本は十分な投資費用回収ができなかった。また 2000 年からは米発の IT 不況が
吹き荒れていた。このような状況から 98.12.富士通、2001.10.東芝、02.10 三菱電機が








た市場であった。特に 94 年頃、当時は 2~2.5G で我が国は独自の PDC 形式を採って
いたが、我が国携帯電話は品質機能に優れ、携帯電話メーカーはその余力をかって欧
州基準の GSM で欧州・中国等への進出を開始した。しかし国内ではキャリア主導の






















若干付言するに：例えば携帯電話では世界首位のノキアが約 3 割、第 2 位のモトロ



















































格の策定に動き出した(DVD の EVD 規格移行)とも言われている(もっとも新型





が進呈し収益の改善が見られることに加え、 業界を上げての 「再編」 が進みつつある。
例えば；松下電器の V 字回復は有名。またソニーも 07 年決済は極めて好調。因み
に、両者ともかつての分社化・カンパニー制を改め、本社集中／全体効率経営に変化
している。








場にも及んでいる。08.1.21.日経報道によると、2007 年度で上位 2 社の合計シェ
アが 5 割を超えるものが 7 品目※あり、この傾向は今後も続き、中下位の巻き返
しは最早相当困難な状況との由。
※ DVD レコーダー 60 ％(耐前年伸び 20%)；以下同様、携帯音楽プレーヤー 78




位置することは間違いないと思う)；08 年 3 月決算(最終集計；日経新聞)で；
「上場企業全体として「6 年前に比べ売上高は 29%増え、経常利益は 3.4 倍に増加し
た。収益力を示す売上高利益率は 2.4%から 6.3%に上昇した」 、業種別で「この 6 年
間で経常利益の増加が最も大きかったのは電機、電機は 02 年 3 月期に経常赤字に転
落したが、その後の構造改革で前記は 4 兆 5 千億円の経常利益を稼ぎ出した・・自動


















































































































ところでこの R&D に関して、特に 90 年代我が国企業の R&D 投資が成果(収益)に結
びつかないとの議論があった。例えば OECD 主要国の「民間 R&D 投資と経済成長にお
ける技術進歩の関係(80 年代と 90 年代比較)」において、多くの国では投資の伸びと技
術進歩に正の相関が見られたが、日本は投資が伸びたのに技術進歩はマイナスとなりギ
ャップが生じていた。この背景には、バブル崩壊による不況の影響もあるが、企業がか









いては「ROE と研究開発効率」(5 年間の累積営業利益をその前の 5 年間の累積研究費
を割り算)を見たところ、多くの企業が単調に低下するところを 90 年頃を底に U 字型
















は非常に早いところ、本稿は 08 年 6 月末時点での記述であり、その後、進展が
あったものがあろう。
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・ 「液晶産業における日本の競争力」2007.4.RIETIDP、中田行彦





大洋； 「法学政治学論求」28 号(1996 春季号)





＜補論・別紙＞デジタル IT 機器の 90 年代以降の動きについて
























ュータ業界から当時高価なオンライン DB に替わるポータブル DB としての開発要請が
あった。また当時勃興しつつあったミニコンメーカーが大量のマニュアルの安価な普及
手段として光ディスクを検討し始めた(80 年代半ば)。この動きは 87 年末にパソコンに
も波及し、特にマイクロソフト(MS)が積極的に推進し、90 年の Win3.0 販売で結実し
ていった。ところでこの CD-ROM の規格作りは試作品段階では多くの日系企業が参画
した。フィリップス・ソニー連合も取り組んだがその仕様にはデータのみならず音楽映
像への転換をも念頭にし、また OS が OS-9、MPU はモトローラというもの(当時の主流
派でない)であった。これに対し MS はデータ中心で、仕様も DOS ／インテル対応であ
った。結局 MS が用途面を主導したこともあり、この規格は MS 即ちコンピュータ系が
進めることとなった。ために CD-ROM のビジネスモデルは従来の家電型からコンピュ
ータ型へと代わっていく。







性が問題であったところ(背景には CD-ROM のスピード 4 倍化競争があり CD-R も巻き
込まれた形でいろいろなタイプが試された)、その解決を図るための「オレンジフォー
ラム」が結成され、そこで各メーカーの Disc に ID 番号を付し、それに合わせて最適の
再生条件を実行する「Write Strategy」 、即ちこれに準拠して再生機器側でレーザー等を
コントロールすればどこの CD でもきちんと再生できるという技術仕様書－が作成さ
れ、公表された(96~97)。この Write Starategy について、作成主体のオレンジファーラ
ムは、その封じ込めや特許権・著作権取得など念頭になかった模様で Web 公開する等、







技術普及に伴って CP 内装置としても CD-ROM から CD-R へと移行していく)(また
CD-R の後続として書換可能な CD-RW 等が開発されていく)。












なお直接は MPEG2 だが、このライセンス(プール)が近時中国 DVD メーカー等に行
使され始め、大打撃を与えているとの由※)。
※ 06.9.26 報道によると； 「米 MPEG2 とのライセンスが$2.5/台(年間 2 億㌦)となり、これが中国メ
ーカに重くのしかかっている。05 年.1~5 月の上海港出荷の中国メーカー分は▲ 78.6%。他方輸出
の 97%が外資メーカー製で＋ 10%。IT 分野ではその他特許についても、外国企業がライセンス-1 4-
料行使の方向(後にカラー TV、携帯電話 3G 等)。(中国系打撃の)背景事情として、中国での IT
分野特許出願上位 10 社中に中国系はいない。このような状況から中国政府は中国独自の AVS 基
準策定に取り組む」 ・・
DVD の開発に戻って、再生用 DVD は 96.7 年頃から日系メーカー、LG.、フィリップ





だが、それも時間の問題であろう)。なお DVD 分野での日系企業の特許保有は 7 割以
上に及ぶ。そしてこの特許権や保有技術の優秀性を背景にして(また CD 等での経験も
あったと思われるが)東アジア系メーカーの提携 JV(日立と LG 電子、東芝とサムスン
等)が出現している。
補；DVD の標準化は再生を巡るもの(SD と MMCD があり CD 互換性よりも技術的優れ
る SD で統一)、書換 DVD に係るもの(結局 DVD-RAM、DVD+RW、DVD-RW に 3
分裂しいずれも規格化された；背景に用途、PC か AV かの違い)がある。なお後者
は DUAL や MALTI として規格間の互換性を機器側で可能とする技術がでている
(日立・LG)。




例えば；CD-ROM 装置 95 年世界シェア 90%→ 98 年 50%割→ 00 年 20%
























重ねたが、最終的に最大手のワーナーが BR 陣営に与し、東芝は HD-DVD からの撤退
を決めた(08.2.)。なお東芝は(NEC と)基本特許を抑え特許収入を獲る構想を描いたが、
ソニー/松下は早い段階から他メーカー等に BR 採用を呼びかけた。結果、HD はメーカ
ーとしては東芝だけに対し、BR は日立やシャープ等幅広い支持が得られた。特許戦略
への固執が裏目に出た。なお再生 CD でもそうであったが、結局互換性重視派よりも高
性能派が勝利し、今回もそうなった。ただ BR が勝利したから BR 機器で今後日系メー
カーが優位に立てるかというと、DVD 同様、いずれ完成品でのシェアは中国等に奪わ














液晶の原理自体は 1889 年ｵｰｽﾄﾘｱで発見され、1960 年代に米サーノフ研究所で研究さ
れたがものにならず、70 年になってシャープが電卓の表示装置として実用化、後にセ
イコーが TFT 液晶を開発。カラー化にも成功し、84 年に 2 インチカラー TV 発表。し
かし水晶基盤のため大型化と低コスト化に難があった。他方で、75 年の英国でアモル
ファスシリコン(a-Si)での制御可能と、79 年にそれを TFT への採用可能が判明。これ-1 6-
を受け三洋がアモルファスの太陽電池パネルとして世界に先駆け開発し、同時にアモル
ファスシリコン(a-SI)TFT を用いたアクティブマトリクス液晶を発表。シャープも
JEIDA からの委託を受けて a-SiTFT 開発研究し、 85 年に 3． 2 インチパネルを試作し、 A4
基盤での 3 インチ生産に目途が付いた。ただ 3 インチでは用途が限られるところ、大型
化に目途が付くのは、1988 年に 14 インチでのカラー化試作の成功。これを受け、各社
が大型化への投資に踏み切るようになる。シャープは現在も液晶大手であるが、シャー
プが液晶事業を軌道に乗せたのは 8.4 インチカラーパネルの作成。即ち当時のノート PC
には 7 インチ白黒液晶(ガラス基板は第 1 世代；300 × 400 ㎜)が使われていたが、シャ



















ている。歴史的には 1996 年に日本で本格的に立ち上がり、その 3 年後に韓国が、その 2
年後(2001)に台湾が参入している。その背景には、日本と該国企業との合弁等の設立が
ある(例；97 年に CRT の台湾・中華映管(CPT 社)が三菱電機子会社 ADI から技術導入。
これを契機に東芝/シャープも技術移転、等々） 。
ところでガラス基板の大きさがコスト競争力に大きく影響するところ、日本はいわゆ
る第 5 世代(01~；1000 × 1200 ㍉)設備投資に出遅れた。この第 5 世代は、そのサイズ
もさることながらそれまでのノウハウ等が組み込まれた完成度の高いマシンと言われて
いる(要するにこの機械さえ入れれば、それなりの品質のパネルがきちんと作れる)。こ
の第 5 世代機器は 02 年から急増し、04 年には世界の生産のうち 55%が同世代といわれ
るところ、日本は乗り遅れた。因みに第 5 世代の構成比率を比較すると韓国・台湾は 04
年でそれぞれ 58%、 36%、 05 年に 72%、56%。 対し日本は、 7%(因みにこれはシャープ)、
22%にすぎなかった。日本の出遅れの背景には、日本は「先行したばかりに」の不利益






日本(6 社) ７０２８ ４１６７９ ▲１９１
韓国(2 社) ７５１７ ２１０１２ ＋４３９３




（因みに前述の日系企業の台湾への技術移転は PC 用 CRT 関連が主であり、台湾勢が
優勢で日本勢は出る幕は無い。 ）
TV 用についても、韓国・台湾勢が結構強い。
（参考）液晶 TV の世界シェア(2007 米ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｨﾘｻｰﾁ調べ)






1988 年に社長を継いだ町田社長が「選択と集中」を実行して液晶 TV をターゲットと
する「オンリーワン戦略」を遂行していた。なおシャープは TV のみならず中小型でも
世界 1 位を保っている。シャープの国内拠点は三重県の亀山第 1 工場(04.1.~)、第 2 工
場(06.8~)で、新たに堺に液晶・太陽電池の一大集積拠点を 2010.年 3 月稼働目指し整備
中(そこでは 52 インチ TV を作る予定)。またグローバルには、日本以外に中国、マレ







創設し供給を受けるという方法を選択した。S-LCD は 05 年に 7G(1870 × 2200 ㍉)を導
入し生産性を格段に上げた。ソニーは韓国内に TV 工場を新設し、韓国内で垂直統合を
行っている。結果、現在ソニーは、そのブランド力・マーケッティング力をもって、液
晶 TV で世界で 1 位・2 位を争っている。-1 8-
ただ液晶 TV は競争が厳しく価格破壊も進んでいる。特に最近の話題として米ビジオ
社がある。ビジオは 07 年に出現した液晶 TV 販売会社で、自社生産はなく全て台湾で





り込む(現在 3000 億円投じた姫路に新工場建設中)。ここに SED で暗雲立ちこめるキャ
ノンが合流した(07 年 12 月)。なおこれで日立は液晶パネル事業を段階的に縮小し、他




資を絞る方向。(なお 08 年 5 月、三洋がｼｬｰﾌﾟからの液晶ﾊﾟﾈﾙ調達を発表。なお同社は
調理家電等分野でも同社との共同開発等を検討しているとのこと)。
なおソニーは前述のようにサムスンとの合弁から液晶調達していたが、ここにきてシ
ャープから液晶パネルの調達を決めた(08 年 2 月)。ソニーは引き続き韓国からの調達
は続ける。なおソニーのこの決断は、パネルの確保を優先したことにある（背景には米






松下もかつては LG フィリップスの大口顧客だった。それが IPS へ切替る方向とな
った。なお LG はフィリップスが今年 1 月パネル生産からの撤退を表明したことも
ショックである。即ち今後は自前で投資資金を確保する必要があるからである。
ただこの発表がある以前、サムスンは S-LCD 本社工場の湯井地区を液晶パネル





同市場は 08 年まで順調に拡大するが、09 年以降は徐々に伸びが低下し、10 年
に 1000 億㌦となり、この辺で一進一退か。なお台数ﾍﾞｰｽの伸び 2 桁(~11)だが
売上額は 1 桁に(~09)
・因みにｾｯﾄﾒｰｶｰはまだ 60 数社いる。TOP のｻﾑｽﾝで世界ｼｪｱ 20%。よってまだま
だ再編の嵐は続きそう。-1 9-





中小型の需要は、08 年に 3 割ほど伸びる見通しなれど、汎用品は韓国・台湾の中堅
企業乱立で価格が下落；そこで
ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 中小型で国内#3、世界#4 は、10 月までに国内 6 拠点を 2 拠点に集約＝
携帯用・高精細 LTPS を行い、後工程は中国ｼﾝｾﾝ・ﾌｨﾘﾋﾟﾝを停止、09 年までに
中国蘇州に集約する。





発明。CP のディスプレィとして 80 年代、IBM 等で採用。しかしモノクロだったので
TFT カラー液晶登場の影でしばらく忘れられた存在へ。しかし当時 NHK が HDTV 用
にカラー PDP の研究を開始。方式は、それまでの AC 駆動に対し DC 駆動方式＝電極
を直接ガスに当てるもの。しかし 1992 年に富士通・ｾﾞﾈﾗﾙが改良ガス AC 方式を開発
し、日立・NEC、ﾊﾟｲｵﾆｱが追随。そして 1996 年初の 42 ｲﾝﾁカラー TV を 富士通・ｾﾞﾈ
ﾗﾙが、 97 年 11 月に 42 ｲﾝﾁワイドを、 12 月にパイオニア初の民生用 50 型発表。 その後、
韓国・台湾(奇美 G 他)が参入して熾烈な競争が展開される。
なお特許では、日本が先行、韓国がそれを追いかける形。日韓ともに 90 年代半ばか






年４月にサムスン SDI に対し：PDP パネル輸入差止事件が税関に申請受理されたが和
解に至っている。
なお PDP パネルは液晶に比して動作性能は良いが高価であるところ、液晶が不得意
な大型化ができたので 30 ｲﾝﾁ以上は PDP と言われていた。ただ PDP ／ PDPTV も液晶
同様厳しい競争に晒されている。この激しい競争の下で 04 年.9 月に.ﾊﾟｲｵﾆｱが NEC ﾌﾟﾗ
ｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｨ買収、また 05 年.4 月には富士通は撤退し、その日立との合弁会社は日立の
子会社化され、また保有していた特許は松下・日立保有特許と共同管理されるようにな
った。-2 0-
また大型 TV 市場においても液晶 TV が可能となり、液晶 TV との競争も加わった。
ために最近では PDPTV 市場は頭打ちで、07 年世界で 154 億㌦(対前年▲ 15.99%)で
これは液晶 TV のほぼ 1/4 である。また価格も下落が続き、対前年で▲ 31.0%となって
いる。 PDPTV の 06 年の世界シェアは、 1)松下 34.5%、 2)ｻﾑｽﾝ 20.1%、 3)LG 電子 16.1%、 4)
日立 7.5%、5)ﾊﾟｲｵﾆｱ 7.3%となっているが、このうちﾊﾟｲｵﾆｱは 07 年９月にシャープの
出資提携を受け入れ自社生産から撤退している。また日立も赤字で、今後は富士通との
合弁の FHP(富士通日立ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｨ)を完全子会社化し大型に絞って外販(中国向け)もす
る(稼働率向上のため)との由(08 年 2 月発表)。
なお部品・部材では、PDP でも液晶同様日系メーカーが高いシェアを誇っているが、
PDPTV の価格下落はこれら部品・部材にも価格引下圧力となり、売れても儲からない
として撤退する動きもある(08 年 3 月報道)。具体的には；三菱化学が 3 月末に光学フ
ィルターから撤退、また JSR、保護膜や顔料分散レジスト供給も撤退検討中との由。な
お旭硝子は 07 年.7 月に愛知工場での製造停止、もっとも同社は韓国では生産増強し、
全体としては維持＝液晶は攻め・ﾌﾟﾗｽﾞﾏは守り。
このように日系企業は厳しい状況にあるが、唯一松下のみ勝ち組で、積極果敢に
PDPTV 事業を展開している(上述のように世界１位である)。松下は薄型 TV で最後発
であり、2000 年末に東レと共同出資でパネル会社を設立したが、当時 PDP では HDTV
への対応が困難(画素数を上げるには蛍光体を小さく)とされていたところ東レのｶﾞﾗｽﾍﾟ
ｰｽﾄ及び露光技術で微細間隙形成技術が可能となった。 このため 40 ｲﾝﾁ HDTV が液晶の 2
年遅れで可能となった。松下は今後とも積極展開する方向で、現在 09 年 5 月稼働目標
で尼崎に第 5 工場を建設中である。この工場完成後はﾌﾙ稼働での供給能力 2300 万とな




早ないと思われる。が、結局、液晶 TV(更に今後は有機 EL とかもある)との競争でど
こまで市場シェアが取れるかという問題がある。
補；液晶のところで日本の再編が韓国に衝撃と申し上げたが、PDP でも LG 電子(07 年
ﾊﾟﾈﾙで世界第 2 位)が 08 年 5 月 PDP の大型追加投資を中止し液晶ｼﾌﾄを発表した。
背景には同じ韓国のｻﾑｽﾝとの競争及び液晶ﾊﾟﾈﾙとの競争で 2006 年 10~12 月期から
５四半期連続の赤字だった。





半導体は 80 年代は特に DRAM を中心に日系企業が我が世の春を謳歌した(88 年；世
界シェア 75%)が、90 年代に入り韓国等が台頭し徐々にシェアを失い(93 年頃 50%切
り)、90 年代後半には 96 年の価格の大暴落、加えて米(マイクロン）の技術的優位(サ
イズ面、97 年)もあり、2000 年前後から日系大手の撤退が相次ぎ(98.12.富士通、01.12.
東芝、02.10.三菱)、また 99 年 12 月に NEC と日立は共同でエルピーダを設立しそこに
























不況、加えての 2000 年の米 IT 不況(～ 2002 秋まで)の影響もある）で、日系が優位を
保ったのは 64Mb まで※と言われるが、設計・量産化プロセスでは 16Mb から韓国等に
その競争力を徐々に奪われていた(例えば；サムスンの設計・量産の総サイクルが 96 年
90 日→ 98 年 30 日；対し日本 60 日。また日本は、先行品はチップサイズ大きくても売
れると過信、縮小化で遅れ。またそのような大サイズでの量産無理)。 （※なお 64MB
でもﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟの開発先行は日立、その後の 256MB まで開発自体は日系が先行する。し
かし量産では先行はサムスン。 ） （韓国の強さは 128Mb で発揮。即ち 64Mb 以降は集積




なお DRAM では、1999.12.に日立・NEC が共同してエルピーダを設立した。同社は
過去の反省に立ち、国内に固執せず台湾(PSC)や中国(SMIC)に生産委託あるいは独キ






(参考)東芝は、HD-DVD 撤退という失敗はあったものの、2010 年度の売上げ 10 兆円
を目指して、半導体・パソコン、テレビ等の収録事業を拡大、利益増を目指す。





対応可能だが、 徐々に限界。 特に後述するように微細化がほぼ物理限界に近づき、 到底 1
社での開発は不可能になりつつある。いずれにせよこの LSI 分野でも競争は厳しく、02
年 11 月に NEC が LSI 事業を分社化し NEC エレクトロニクスとし、また 2003 年 4 月、












月東芝と NEC が次世代半導体製造技術共同開発決定、08 年 3 月ソニーがシステム LSI
製造装置を東芝に売却で合意、同月富士通が半導体事業分社化、富士通ﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ発
足し更に 5 月には OKI 電機(かつて DRAM の一角。その後撤退し、LSI に特化)が半導
体事業を分社化(OKI ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ)し、ローム(カスタム系を得意)に半導体事業を売却す-2 3-
ることを発表した。このように厳しい状況ではあるが逆に前述の東芝や NEC ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
（5 月に 2010 年目とにシステム LSI 設備倍増を表明；好調のゲームやデジカメ向け)の
ように設備増強に取り組むところもある。
（参考）国内半導体メーカー売上げランキング(米ｱｲｻﾌﾟﾗｲ調べ 2007 年 百万㌦)
1)東芝 12186、2)ｿﾆｰ 8055、3)ﾙﾈｻｽ 8001、4)NEC ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 5742、5)松下 3880、
6)ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞ 3838、7)ｼｬｰﾌﾟ 3401、8)ﾛｰﾑ 2633、9)富士通 2529、10)三洋 1821、
11)日亜化学 1394、12)三菱電機 1204、13)OKI910














る。よって競争の激しい汎用メモリの DRAM では 70 年代から、特許権を行使するとい
うより仲間内で技術を持ち寄りクロスライセンスすることで Freedom of Operation が主
流。具体的には JEDEC での標準化活動が上げられる。
ただ 90 年代以降、特に Post SDRAM の標準化を巡って一時期混乱した。それはラン










が米で独禁法上の問題に。この件は FTC が 2002 に告発、当初裁判所はランバスに有利
判決、そこで FTC 上訴し 2006、FTC の 5 人の委員全員が反トラスト法違反認定し、低


















1)IBM ＋東芝・ソニー、他に AMD、サムスン、ST マイクロン、等々、
2)TI ＋台湾 TSMC、そして 3)インテル(CPU 中心)。
補；線幅 33 ナノの微細化以外にも、半導体技術では DRAM に替わる MRAM(磁気記憶




携帯電話も失われた 10 年がある。 なお現在の世界市場は、 2006 年で約 26 億加入者(因




＃１ノキア 世界シェア 3 割 3 億 4500 万台(＋ 8000 万台)
＃２モトローラ 2 割 2 億※
＃３ サムスン、＃４ソニーエリクソン、＃５ LG 電子
※注；モトローラは最近事業売却を模索中との報道がある(08.2)。ただ携帯電話事業の合併は






日本の携帯電話事業は 1970 年にアナログ方式(第 1 世代；G1)で始まるが、92 年には
デジタルの G2 に移行し、更に 01 年には 3G に世界に先駆けて移行したという意味では
携帯先進国である。この先進性を背景に日系携帯電話メーカーは、94 年頃から一斉に
中国・欧州へ海外展開を行った(松下、NEC、三菱、東芝、等々)。ただ当時の国内規格
は PDC(日本独自)であったが、進出は国際標準の GSM で行う必要があった。しかし思
うように販売は延びず、そこへ IT バブル崩壊の影響もあり順次撤退に至っている。ま
た NTT/Docomo も世界の先駆けて開発した i ﾓｰﾄﾞを他国に売り込もうとし、そのための
対外投資も行った。しかし同サービスは諸外国市場の受け入れるところとならず(一度



























(参考)国内のシェア(07 年；台数ベース)（ｶﾞｰﾄﾅｰ Japan 調べ） 全体 5230 万台

















もあってか、あまり参入していなかったが、Docomo が LG のチョコレート PHONE(超
薄型で欧州で人気機種)を採用したり、NOKIA も修理工場を整備したり、更にアップル














※なおシャープが、 液晶 TV"AQUOS"の人気や自社の携帯電話技術を活かし、 この夏から中国市場(ハ
イエンド向け；GSM)に参入するという計画もある。
※また日本の進化は世界と違うという意味でガラパゴス化と揶揄されたが、最近やっと欧米も日本











するかも知れない(対し、 Docomo は、 本年 6 月、 英 Symbian －今の携帯電話の殆どの OS
の供給者で NOKIA が子会社化－等と組んで、無償の共通モバイルプラットフォームを
形成しての対抗戦術に乗り出している。)。いずれにせよ今後、要注目であろう。
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